
施策目標Ⅳ－２－１

非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労
働者）の雇用の安定及び待遇の改善を図ること

概要（事前分析表のポイント）

【資料２－１】



・ 正社員との比較で見ると、「計画的な教育訓練（OJT）」、「入職時のガイダン
ス（Off-JT）」は正社員と比べて７割程度の実施となっているが、「将来のた
めのキャリアアップのための教育訓練（Off-JT）」 は４割を下回っている。
【９頁】

６ 派遣元事業主、派遣先事業主、派遣労働者等から個
別の相談を受けた際などに、相談者の抱える問題につ
いて、相談を通じて解決に至った割合
（アウトカム）

基本目標Ⅳ：女性の活躍促進や男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、非正規雇用労働者の待遇改善、ワーク・ライフ・バランスの実現等働き
方改革を推進すること

施策大目標２：非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び待遇の改善を図ること

施策目標１：非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び待遇の改善を図ること

現 状 （背 景）

１．非正規雇用労働者の概況（2022年）

【測定指標】 太字・下線が主要な指標

【概要】令和５年度事前分析表（施策目標Ⅳ-２-１）

・ 我が国の15歳以上人口（11,017万人）
に占める就業者（6,713万人）の割合は
約６割であり、就業者の約半数が正規
雇用労働者（3,588万人）、非正規雇用
労働者（2,101万人）は３割程度。雇用
者総数（5,689万人）に占める割合は
36.9％となっている。

・ 非正規雇用労働者数は、2010年以降
増加が続き、2020年以降は減少したが、
2022年は増加。【３頁】

・ 非正規雇用労働者数について、年齢
階級別に見ると、65歳以上で顕著に増
加している。45歳未満で見ると、ほぼ
横ばいで推移している。 【４頁】

課題１

① 正規雇用と比べ、雇用が不安定、賃金が低い、能力開発の機会が少ない

② 正規雇用を希望しながらそれがかなわず非正規雇用で働く者が存在

達成目標２ 非正規雇用労働者と正社員との間の均等・均衡待遇の確保

５ パートタイム・有期雇用労働法に基づき、事業主に対し
都道府県労働局が実施した報告徴収件数（年度内）
（アウトカム）

１ 不本意非正規雇用労働者の割合
（アウトカム）

２．非正規雇用労働者の内訳（2022年）

・ 非正規雇用労働者のうち、パートは
1,021万人（48.6%）、アルバイトは453万
人（21.6%）、派遣社員は149万人（7.1％）。
近年はパート、アルバイトが増加。
【５頁】

・ 不本意非正規雇用労働者の割合は、
非正規雇用労働者全体の10.3%（2022
年平均）であり減少傾向。 【６頁】

３．非正規雇用労働者の待遇等の現状

・ 正規雇用労働者に比べ、非正規雇用労働者の賃金は低い。 【８頁】

・ 一方で、「自分の都合のよい時間に働
きたいから」「家計の補助・学費等を得た
いから」等の理由で非正規雇用を選択
する者の割合は増加傾向で、76.4%
（2022年平均）存在。 【７頁】

２ キャリアアップ助成金により非正規雇用労働者
から正規雇用労働者等に転換した労働者の数
（アウトカム）

３ キャリアアップ助成金により正社員転換した
就職氷河期世代の労働者の数 （アウトカム）

４ キャリアアップ計画の認定数 （アウトプット）

・ 手当等、各種制度の適用割合について、正社員との比較で見ると、「通勤
手当」の実施率が約８割と高くなっており、「慶弔休暇」が約６～８割、「賞与」
が約４～６割となっている。【10頁】

・ 同一労働同一賃金など、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保の実
現に向けて、「取り組んでいる又は取り組んだ」事業所の割合は63％、「待遇
の見直しは必要ないと判断した」は21％、「異なる形態が存在しない」は７％。
「取り組んでいる又取り組んだ」事業所の取組内容は、「基本給」が42％、
「諸手当」が60％、「福利厚生」が60％であった。 【11頁】

課題２

① 非正規雇用労働者の待遇が働き・貢献に見合っていない場合がある

② 非正規雇用労働者と正社員との不合理な待遇差の解消

達成目標１
正社員として働くことを希望する
非正規雇用労働者の正社員転換

１



背景・課題について

１
施策目標の実現に向けて、どのような課題があるかを過不足なく記載できているか。

（注１） 課題の分析に漏れがあると、その後に続く、達成目標の設定が不十分となる可能性あり。

達成目標について

２ 課題に対応した達成目標を設定できているか。

３
施策目標の実現に向け、適切にブレイクダウンできているか、抽象的なものとなっていないか。

（注２） 達成目標に含まれる内容が多すぎる場合は、適宜分割をすることも要検討。

測定指標、参考指標について

４ 達成目標の進捗度合いを測定する指標として、合理的な指標が設定されているか（達成目標と測定指標の関係性は明確か）。

５

測定指標はアウトプットとアウトカムの双方が設定されているか。

（注３） 最終的なアウトカムだけでなく、アウトプットと直接的な関係性のある短期的なアウトカムや、最終的なアウトカムを実現するための中
期的なアウトカムを設定することが望ましい。

６ 測定指標のうち「主要な指標」とそれ以外の指標が区分されているか。また、「主要な指標」とする理由は明確で、適切に選定されているか。

７ 当該年度の目標値が記載されているか。

８ 目標値は過年度実績や最終目標年度の目標値を踏まえ、適切な水準に設定されているか。

９ 指標の入れ替えが行われている場合、その理由について説明されているか。

１０ 目標値を設定することは困難だが、実績値を経年的に把握することで、評価の参考となる情報について、参考指標として設定されているか。

達成手段について

１１ 測定指標と関連する達成手段数が０となっていないか。

１２ 達成目標と関連する達成手段が多数になっているなど、達成目標と達成手段との関係が複雑な構造となっていないか。 （注２）参照
２

確認すべき主な事項（事前分析表）
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正規雇用と非正規雇用労働者の推移

○ 正規雇用労働者は3,588万人（2022年平均。以下同じ）。対前年比で８年連続の増加（＋1万人）。

○ 非正規雇用労働者は2,101万人。2010年以降増加が続き、2020年以降は減少したが、2022年は増加（＋26万人）。

○ 役員を除く雇用者に占める非正規雇用労働者の割合は36.9％。前年に比べ0.2ポイントの上昇。

（資料出所）1999年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）長期時系列表9、2004年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10
（注）1）2009年の数値は、2010年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。

2）2010年から2014年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。
3）2015年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。
4）2011年の数値、割合は、被災3県の補完推計値を用いて計算した値（2015年国勢調査基準）。
5）雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。
6）正規雇用労働者：勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者。
7）非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
8）割合は、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の合計に占める割合。

３

その他83万人（+1）【4.0％】

契約社員
283万人

（+6）【13.5％】

パート
1,021万人

（▲3）【48.6％】

アルバイト
453万人

（+14）【21.6％】

派遣社員
149万人（+8）【7.1％】

嘱託
112万人（▲1）【5.3％】



非正規雇用労働者の推移（年齢階級別）

○ 非正規雇用労働者の人数は増加傾向。
○ 年齢階級別で見ると、65歳以上で顕著に増加。45歳未満でみればほぼ横ばいで推移。

（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10
（注）1）2005年から2009年までの数値は、2010年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値。

2）2010年から2014年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値。
3）2015年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）への切替による遡及集計した数値。
4）2011年の数値、割合は、被災3県の補完推計値を用いて計算した値（2015年国勢調査基準）。 5）括弧内は、非正規雇用労働者に占める年齢階級別の割合。
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非正規雇用労働者の推移（雇用形態別）

○ 非正規雇用労働者の人数は増加傾向。
○ 2022年の非正規雇用労働者に占めるパートの割合は約5割。

（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10
（注）1)2005年から2009年までの数値は、2010年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値。

2)2010年から2014年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値。
3)2015年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）への切替による遡及集計した数値。
4)2011年の数値、割合及び前年差は、被災3県の補完推計値を用いて計算した値（2015年国勢調査基準）。
5) 2002年から2012年までは、非正規雇用労働者の内訳は「パート」「アルバイト」「派遣社員」「契約・嘱託」「その他」。

2013年以降は、非正規雇用労働者の内訳は「パート」「アルバイト」「派遣社員」「契約」「嘱託」「その他」。
6) 括弧内は、非正規雇用労働者に占める各雇用形態別の割合。
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不本意非正規雇用労働者の割合の推移

（資料出所）総務省「労働力調査（詳細集計）」 Ⅱ-16表
（注）1)  2013年から2014年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。

2)  2016年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。
3）非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
4）不本意非正規雇用労働者：現職の雇用形態（非正規雇用）についた主な理由が「正規の職員・従業員の仕事がないから」と回答した者。

割合は、当該質問の回答者総数を分母として算出している。

○ 2022年の不本意非正規雇用労働者の割合は10.3％。対前年比で９年連続で低下（ －0.4ポイント）。
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(資料出所)総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）Ⅱ-16表
注1）非正規雇用を選んだ理由については、2013年第１四半期から集計を開始している。

2）現職の雇用形態（非正規雇用）についた主な理由の回答を対象とし、割合は、非正規雇用労働者のうち、現職の雇用形態についた主な理由に関する
質問に対し、回答をした者の数を分母として算出。

3）現職の雇用形態（非正規雇用）についた主な理由の項目について、「その他」と回答した者は表示していない。

○ 非正規雇用を選んだ主な理由として、「自分の都合のよい時間に働きたいから」「家計の補助・学費等を得たいから」
「家事・育児・介護等と両立しやすいから」等の理由で非正規雇用を選んだ者の割合は増加傾向で、直近では76％程度。

○ 不本意非正規雇用労働者の割合は低下傾向で、直近では約１割。

非正規雇用を選んだ理由（年推移）（男女計）
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【賃金カーブ（時給ベース）】

○ 非正規雇用労働者は、正規雇用労働者に比べ、賃金が低いという課題がある。

（円）
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3,000

～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳

一般労働者

（正社員・正職員）

一般労働者

（正社員・正職員以

外）

短時間労働者

（正社員・正職員）

短時間労働者

（正社員・正職員以

外）

一般労働者（正社員・正職員）の
平均賃金2,021円

一般労働者（正社員・正職員以外）の
平均賃金1,337円

短時間労働者（正社員・正職員）の
平均賃金1,639円

短時間労働者（正社員・正職員以外）の
平均賃金1,128円

（資料出所） 厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査」より雇用環境・均等局作成
（注） 1）賃金は、2019年6月分の所定内給与額。

2）一般労働者の平均賃金は、所定内給与額を所定内実労働時間数で除した値。
3）一般労働者：常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者。
4）短時間労働者：同一事業所の一般の労働者より１日の所定労働時間が短い又は１日の所定労働時間が同じでも１週の所定労働日数が少ない労働者。
5）正社員・正職員：事業所で正社員・正職員とする者。
6）正社員・正職員以外：事業所で正社員・正職員以外の者。
7）2020、2021年の数値は、新型コロナ感染症の影響で一部の労働者の労働時間が大きく減少したこと等により、特殊的に大きく変動したことから記載していない。

８



（資料出所）厚生労働省「パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査」（2021年）（事業所調査）表４

注）1）無期雇用パートタイム：常用労働者のうち、企業（事業所）に直接雇用されている労働者で、期間を定めずに雇用されており、かつ、１週間の所定労働時間が同一の事業主に

雇用された通常の労働者（正社員）に比べて短い労働者をいう。

2）有期雇用パートタイム：常用労働者のうち、企業（事業所）に直接雇用されている労働者で、１年契約、６か月契約など期間を定めた労働契約により雇用されており、かつ、

１週間の所定労働時間が同一の事業主に雇用されている通常の労働者（正社員）に比べて短い労働者をいう。

3）有期雇用フルタイム ：常用労働者のうち、企業（事業所）に直接雇用されている労働者で、１年契約、６か月契約など期間を定めた労働契約により雇用されており、かつ、

１週間の所定労働時間が同一の事業主に雇用されている通常の労働者（正社員）と同じ労働者をいう。

4）計画的なOJT ：日常の業務に就きながら行われる教育訓練をいい、教育訓練に関する計画を作成するなどして教育担当者、対象者、期間、内容などを具体的に定めて、
段階的・継続的に教育訓練を実施することをいう。

5）OFF－JT ：業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行う教育訓練（研修）をいう。

教育訓練の実施状況

○いずれの就業形態においても「計画的な教育訓練（OJT）」、「入職時のガイダンス（Off-JT）」は
正社員と比べて７割程度の実施となっているが、「将来のためのキャリアアップのための教育
訓練（Off-JT）」は４割を下回っている。

35.6

59.9

65.8

74.6

29.2

49.2

65.2

74.7

35.7

52.7

69.3

75.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

Off-JT（将来のキャリアアップのた

め）

Off-JT（職務遂行のため）

Off-JT（入職時ガイダンス）

計画的なOJT

無期雇用パートタイム

有期雇用パートタイム

有期雇用フルタイム

（％）

「正社員に実施」した企業割合を100とし、うち「無期雇用パートタイム」「有期雇用パートタイム」「有期雇用フルタイム」にも実施した企業割合

９



各種制度の適用状況

○いずれの就業形態においても「通勤手当」の実施率が約８割と高くなっている。

（資料出所）厚生労働省「パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査」（2021年）（事業所調査）表３

注）1）無期雇用パートタイム：常用労働者のうち、企業（事業所）に直接雇用されている労働者で、期間を定めずに雇用されており、かつ、１週間の所定労働時間が同一の事業主に

雇用された通常の労働者（正社員）に比べて短い労働者をいう。

2）有期雇用パートタイム：常用労働者のうち、企業（事業所）に直接雇用されている労働者で、１年契約、６か月契約など期間を定めた労働契約により雇用されており、かつ、

１週間の所定労働時間が同一の事業主に雇用されている通常の労働者（正社員）に比べて短い労働者をいう。

3）有期雇用フルタイム ：常用労働者のうち、企業（事業所）に直接雇用されている労働者で、１年契約、６か月契約など期間を定めた労働契約により雇用されており、かつ、

１週間の所定労働時間が同一の事業主に雇用されている通常の労働者（正社員）と同じ労働者をいう。

78.9 

62.5 

50.4 

29.7 

8.9 

9.5 

20.0 

84.7 

61.8 

44.1 

23.9 

8.4 
12.9 

10.2 

88.2 
82.6 

62.5 
59.1 

33.4 35.3 

19.9 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

通勤手当 慶弔休暇 賞与 精勤手当 住宅手当 家族手当 退職金

無期雇用パートタイム 有期雇用パートタイム 有期雇用フルタイム
（％）

※複数回答

「正社員に実施」した企業割合を100とし、うち「無期雇用パートタイム」「有期雇用パートタイム」「有期雇用フルタイム」にも実施した企業割合
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福利厚生

諸手当

基本給

「取り組んでいる又は取り組んだ」事業所（63％）の取組内容

（「取り組んでいる又は取り組んだ」事業所＝100、複数回答）

同一労働同一賃金の対応状況～過去３年間～

（％）

R4

R3

R2

（資料出所）厚生労働省「労働経済動向調査」より雇用環境・均等局有期・短時間労働課作成。

注１）令和４年のデータについては令和４年11月１日現在、令和３年のデータについては令和３年11月１日現在、

令和２年のデータについては令和２年11月１日現在の調査結果。

注２）同一労働同一賃金ルールは、令和２年４月施行（中小企業への適用は令和３年４月から）。

同一労働同一賃金など、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保の実現に向けた取組

「取り組んでいる（取り組んだ）」、「待遇の見直しは必要ないと判断した」又は「異なる雇用
形態が存在しない」事業所（91％）

取り組んでいる又は取り組んだ
待遇差はない（異なる雇用形態が存在しない場合を含む）※R2～R3調査 ／ 検討の結果、待遇の見直しは必要ないと判断した※R4調査
異なる雇用形態が存在しない※R4調査より選択肢を新設
取り組んでいない※R2～R3調査 ／ 取り組んでいない（異なる雇用形態が存在しない場合を除く）※R4調査
無回答

R4

R3

R2

R4

R3

R2

R4

R3

R2

R4

R3

R2

○同一労働同一賃金など、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保の実現に向けて「取り組んでいる又は
取り組んだ」事業所の割合は調査対象計で63％、「待遇の見直しは必要ないと判断した」で21％、「異なる雇用
形態が存在しない」で７％。
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